

















に 10 年間ぐらいの世代で負担（償却）するのか、100 年間ぐらいの世代で負担（償却）するの
かという視点があるわけですが、暗黙の債務を短期間で償却するのではなくて、もうちょっと長





































































































































































































































































































































　あと、2 点目の質問が人口ですよね。暗黙の債務 750 兆円を人口減少していくとどうにかしな
ければいけないという話があるのですけれども、先ほどは分かりやすさを重視するため、兆円
単位で説明したのですけれども、経済学の理論フレームワークで考えれば、普通は GDP 比で考
えたほうがよくて、暗黙の債務 750 兆円は、GDP を 500 兆円とする場合、150％ぐらいになりま
す。その際、暗黙の債務を GDP 比で一定に維持、あるいは少しずつ減少させるように税を取っ
ていくことが重要です。そうすると、消費税 1％で約 2.5 兆円の税収がありますが、それは GDP
＝ 500 兆円で 0.5％に相当します。暗黙の債務（対 GDP）が 150％で、金利と成長率の差が概ね
1％だとすると、さっきの私のプレゼン資料にも記載してありますけれども、暗黙の債務（対
GDP）を一定に維持あるいは減少させるには、1.5％分ぐらいのプライマリー黒字（対 GDP）が









































ある程度経済条件が同じような中での比較になるわけだからいいのですが、それが 30 年も 40 年
も違った世代の比較となると、不可能だと思うのです。
○モデレータ　　分かりました。ちょっとその話の前にですね……。











年齢人口と老齢人口の比率、20 歳から 64 歳対 65 歳以上の人口の比率は今は 2.5 くらいですが、
2050 年には 1.2 ぐらいまで下がるのです。その下がる主因は何かというと実は少子ではないので
す。どちらかというと高齢化なのです。そして高齢化の原因はというと、皆が長生きすることに
あるのです。65 歳の平均余命は、先ほどの数字だと 60 歳で出していたのですが、65 歳で出すと
2010 年で大体 19 年です。これは 40 年前だと 12 年でした。今後は、例えば 2050 年には 25 年く
らいになるのです。この平均余命が延びるだけで給付が 30％増えるわけです。平均余命が 6 年
延びるのだったら給付も 6 年遅らせる、支給開始年齢を 71 歳にすれば、その分だけ余分に働く













































て 1.28 人しか子供をつくってないわけですね。昔の人は 1.7 とか 2 を超えた形で子供をつくって
いたわけです。そういう意味で年金制度に対する貢献が違うわけです。そういうことをいろいろ
考えてくると、本当に給付と負担が公平だというのをどういう基準で言えばいいのかなというの
















































ね。例えば月に 20 万として 1 年 240 万、20 年もらうと 4800 万ですね。4800 万円以上の遺産を
残した場合には、基本的には相続税をかけるべきと思います。税率 100％というといろいろ問題
かもしれませんけれども、他人の子供が出した保険料が年金の原資かもしれないもので、自分の
子供ないしは誰かに遺産を残すというのはどうもフェアではないという感じがしています。相続
税収を年金の財源に戻せば、相当年金財政も改善するのではないかなと思っています。
○モデレータ　　ありがとうございました。小黒先生，お願いします。
○小黒　　今日のディスカッションの中ではちょっとお話ができなかったのですけれども、もう
1 つ重要なトピックとして、もし成長を重視するのであれば、年金との関係で重要な指標があり
ます。それは何かといいますと、賦課方式年金が完全に税・保険料で閉じて、それを現役世代か
ら引退世代にトランスファーしているだけであれば、単なる所得移転ですので、若い人と高齢者
の間で損得は発生しますけれども、少なくとも財政赤字は発生しないわけです。ですが、実は完
全な賦課方式になっていなくて、現実には一部財政赤字が入っています。その結果、実はマクロ
経済全体では過剰消費を引き起こしている可能性があるのですね。本来であれば、もうちょっと
低い消費だったのに、そこに上乗せされて消費しているわけです。
　ここにいらっしゃる方々は多分学者の方もいらっしゃると思いますので、そうすると何が起こ
るかというと、実は資本蓄積が抑制されるわけです。そうすると、将来の経済成長率が落ちると
いうメカニズムが内在されているということがありますので、少なくともまず年金に入れている
財政赤字の部分はゼロにする必要があります。これは賦課方式であろうが、事前積立であろうが、
完全積立方式であろうが関係なく、少なくともまずそこの部分を閉じるところから始めないと、
将来、日本の経済成長率がかなり落ちていく可能性もあります。ですので、そういった意味で成
長と年金改革を両立するのであれば、その部分にもちゃんと目を向けて、それは社会保障のハー
ド化になると思うのですけれども、きちんと財政赤字を入れないような仕組みを構築していくと
いう視点も重要であるように思います。
○モデレータ　　大変重要なご指摘、ありがとうございました。
―100―
　長らくご議論におつき合いいただいてありがとうございます。私のつたない司会でなかなか手
際よくは進みませんでしたけれども、今日の 3 人のプレゼンターの方々に拍手をしていただけれ
ばと思います。
（満場拍手）
　では、これで今日のフォーラムを閉じたいと思います。
